

「ＥＰＡ（経済連携協定）」は、国や地域同士で取り決めた主に貿易自由化に関する協定のことで、締約国間の関税撤廃を通じて、貿易拡大や経済連携の強化が狙いです。
御社の貿易取引において、この協定を用いることにより関税減免のメリットを享受できます。
今回のセミナーでは、繊維業界の方々がEPAを有効活用するための基本である原産地規則や、EPAを活用したビジネス事例の紹介、優遇関税率の適用を受けるための絶対条件である「特定原産地証明書」の取得方法などについて、基本から最新情報まで分かりやすく説明します。ぜひご参加ください。
	※ＥＰＡ締約国：シンガポール・メキシコ・マレーシア・チリ・タイ・インドネシア・ブルネイ・フィリピン・

　　　　　　　　　　スイス・ベトナム・アセアン包括（インドネシアは未発効）


（開催日）平成２２年１０月１日（金）１３：３０～１７：００
（会　場）大阪商工会議所　７Ｆ国際会議ホール（大阪市中央区本町橋２－８）

　　　　　＜略図＞http://www.osaka.cci.or.jp/Shoukai/Map_Tel/shozaichi.html
（主　催）日本貿易振興機構（ジェトロ）

（実　施）日本商工会議所　　　　　　　　（協力）日本繊維産業連盟
（内　容）１．ＥＰＡと繊維産業のビジネスチャンス（繊維分野における原産地規則の考え方とその活用）
２．ＥＰＡにおける原産判定と発給申請の方法・留意点－繊維分野を中心に－

（対　象）ＥＰＡを利用して、ＥＰＡ締約国に輸出しようとする事業者
（定　員）３００名
（受講料）無料（ただし、事前のお申込みが必要です）※会場定員に達した際はお断りする場合がございます。
（申込先）日本商工会議所大阪事務所　（大阪商工会議所証明センター内　TEL：06―6944―6216）

※当日は本申込書を会場にお持ちください（受講券の代わりになります）。

複数名ご参加の場合は本用紙をコピーしてください。（お一人１枚）
「ＥＰＡ特定原産地証明書発給セミナー」受講申込書　お申込みFAX(06)-6944-6232
	ふりがな

企業名
	

	所在地
	〒　　　‐



	TEL
	（　　　　）　　　-
	FAX
	（　　　　）　　　-

	部署／役職
	
	お名前
	

	*該当項目に☑印をお付けください。

業　　種　☐商社･卸売　/☐製造業　/☐金融　/□運輸･通関業　/☐調査機関･官公庁　/☐その他ｻｰﾋﾞｽ業　/☐その他

会社規模　□中小企業　/□大企業

*中小企業とは（中小企業基本法より）製造業その他：資本金3億円以下または従業員300人以下。卸売業：資本金1億円以下または従業員100人以下。小売・サービス業：資本金5000万円以下または従業員50人(サービス業は100人)以下。

· 個人情報の責任者は日本貿易振興機構（JETRO）貿易投資相談センター貿易投資相談課長です。（℡：03-3582-5171）

· ご記入いただいたお客様の情報は適切に管理し、本セミナー運営のために日本商工会議所が利用いたします。


	個別相談会を開催します！

セミナー当日、個別にご相談を希望される場合は、右記に必要事項をご記入のうえ、お申し込みください。

●申込み順

●申込み多数で、当日の相談が不可の場合は、別途日程をご調整します。

	個別相談の希望
	（　　）個別相談を希望します（希望する場合は○印）。

	
	▼希望時間　□10：00－10：30　　□10：30－11：00　　□11：00－11：30
　　　　　　□11：30－12：00　　□12：00―12：30　　□12：30―13：00

　　　　　　□16：00－16：30　　□16：30―17：00

	
	▼個別相談の内容








ＥＰＡを活用した輸出を希望している事業者様対象








